
 

 

 

 

 

 

第七次御嵩町行政改革大綱（案） 
 

 

令和３年度～令和７年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

御 嵩 町 

 

 

 

 

 



 

 



 

目  次  

 

第１章 第七次行政改革大綱策定の背景 ····································· １ 

１ 行政改革の背景 ······················································· １ 

２ 行政運営の現状と課題 ················································· ３ 

 

第２章 大綱の期間 ························································· ６ 

 

第３章 改革の基本的な考え方 ·············································· ７ 

１ 改革の目標 ···························································· ７ 

２ 改革の基本方針 ······················································· ７ 

（１）町民ニーズに対応した柔軟な行政運営 ······························· ８ 

（２）自立と波及効果を目指す財政運営 ··································· ８ 

 

第４章 実施項目 ························································· １０ 

１  町民ニーズに対応した柔軟な行政運営の推進 ························ １１ 

（１）行政の説明責任と透明性向上 ······································ １１ 

（２）町民との協働したまちづくりの推進 ······························· １１ 

（３）人材の確保と職員のスキルアップの推進 ··························· １２ 

２ 自立と波及効果を目指す財政運営の推進 ····························· １３ 

（１）財政基盤の強化 ··················································· １３ 

（２）行政サービスのマネジメント強化 ·································· １３ 

（３）効果的かつ効率的な財政運営 ······································ １４ 

 

第５章 改革の推進体制 ··················································· １５ 

 

資料編 

 

 



- 1 - 
 

第１章 第七次行政改革大綱策定の背景 

 

 

１ 行政改革の背景 

 

本町では、昭和 60(1985)年に第一次行政改革大綱を策定し、以後第六次まで改定を重

ね、行政改革を推進してきました。平成 28(2016)年 3 月に策定した「第六次御嵩町行政

改革大綱」では、「町民ニーズに対応した柔軟な行政運営」と「自立を目指す財政運営」を

基本方針として、町民と協働しながらの行政改革を目指してきました。 

この間、社会経済情勢の変化とともに、行政ニーズや本町を取り巻く課題も多様化して

おり、世界的に拡大した新型コロナウイルス感染症＊１対策とともに、新たなまちづくりへ

の転換も必要になっています。 

町行政を効率的、効果的に進めるために、引き続き町民とともに行政改革を推進するこ

とが求められています。第七次行政改革大綱では、次の点に留意しながら、町民が幸福に

暮らし続けるためのまちづくりを支えていく行政の確立を目指します。 

 

ア）人口減少・少子高齢化の進展と対策 

日本では一部を除き全体的に人口減少に転じており、また、少子高齢化が一層進むこ

とが予想されます。このため、本町の資源を十分に生かしながら、子育て支援、雇用創

出、定住促進などの人口対策を今後も進めることが必要です。 

同時に、人口減少社会や少子高齢化の進展という現実に向き合って、これに適応する

ための地域の再生が必要になっており、対策と適応を同時に進めることが必要になっ

ています。 

 

イ）地方創生として地方が自ら稼ぐ力が求められていること 

令和元(2019)年度に策定した「第２期みたけ創生!!総合戦略＊２」では、「〝きずな〟

と〝つなぎ〟でみたけ創生」を目指して、「〝ひと〟、〝こと〟、〝もの〟の縁結び」

を理念として掲げています。 

これにより、定住や移住の促進のみならず、本町を舞台に人のつながりをつくる「関

係人口＊３」の創出を目指すとともに、こうしたつながりを生かしたふるさと納税制度

やガバメントクラウドファンディング(GCF)＊４などによる収入の確保が求められま

す。 

 

ウ）新型コロナウイルス感染症からの地域経済の再生 

新型コロナウイルス感染症の影響による社会経済への打撃は大きく、感染症対策と

ともに、経済の復興が大きな課題となっています。感染拡大防止のため提唱された「新

しい生活様式＊５」が求められるとともに、それを契機としてより快適で持続性が高い
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生活や働き方に転換することが課題です。また、観光などで本町を訪問する外国人は増

加傾向にありましたが、新型コロナウイルス感染症による観光業への影響はそれをか

き消すものであり、新たな観光・交流も求められています。 

 

エ）IoT＊６や AI＊７などの技術革新 

第六次行政改革大綱の計画期間においては、国において「Society 5.0＊８」が提唱

され、ＩｏＴで全ての人とモノがつながり、様々な知識や情報が共有され、今までにな

い新たな社会経済の創出が目指されています。また、ＡＩの導入や、ロボットや自動走

行車などの技術で、少子高齢化などに伴う課題の解決が期待されています。 

こうした社会の変革により一人一人が快適で活躍できる社会を目指す中で、町行政

においても積極的に新技術の導入を図るとともに、町全体で Society 5.0 の実現を目

指します。 

 

オ）重点課題への対応 

本町では昭和 40 年代に閉山となった亜炭鉱廃坑跡の陥没が度々発生しており、この

対策は強く求められています。これに対し、平成 26(2014)年度より「南海トラフ巨大

地震亜炭鉱跡防災モデル事業」をはじめとして防災工事を展開していますが、今後も亜

炭鉱廃坑対策の推進が大きな課題です。 

また、町民の安全確保のために防災対策も引き続いて重要な課題であり、町民が親し

みやすく防災拠点としての目的をはじめとした新庁舎や関連施設の整備も重要な課題

となっています。 

 

 

≪用語≫ 

＊１ 新型コロナウイルス感染症：令和 2(2020)年当初より世界的に急速に拡大した新型コロナウイルス

による感染症で、国際的には COVID-19 と呼ばれている。本計画策定時においては、感染経路や治

療法、後遺症などにおいて、多くの部分が明らかになっておらず、ワクチン開発などの対策が進めら

れている。 

＊２ みたけ創生!!総合戦略：まち・ひと・しごと創生法に基づき本町が策定した「地方版総合戦略」で、

平成２７(２０１５)年度から令和元(２０19)年度までを計画期間とした「第 1 期」と、令和２(2020)年度

から令和 6(2024)年度までを計画期間とした「第 2 期」がある。地方創生(少子高齢化の進展に的

確に対応し、人口の減少に歯止めをかけるとともに、東京圏への人口の一極集中を是正し、地域にお

いて住みよい環境を確保して、将来にわたって活力ある社会の維持を目指すもの)を効果的に進める

ための総合的な戦略を示している。 

＊３ 関係人口：「観光以上移住未満」と例えられる、居住はしていないが特定の地域に継続的に多様な形

でかかわる人のことを指す。地域外の人材である関係人口が地域づくりの担い手として活躍するこ

とが期待されている。 

＊４ ガバメントクラウドファンディング：インターネットを通して活動や夢を発信することで、想いに

共感した人や活動を応援したいと思ってくれる人から資金を募るクラウドファンディングを地方自

治体が行い、共感した人から資金を募るしくみ。 

＊５ 新しい生活様式：新型コロナウイルス感染症（＊１参照）の感染拡大防止のため、厚生労働省がこれ

からの日常生活において取り入れていただきたい実践例を示したもの。 



- 3 - 
 

＊６ ＩｏＴ：Internet of Things の略で「モノのインターネット」と解され、あらゆるものがインターネ

ットを経由して通信することを指す。 

＊７ ＡＩ：Artigicial Intelligence の略で「人工知能」を指し、人間の知的能力をコンピュータ上で実現

するもの。 

＊８ Society5.0：狩猟社会(Society1.0)農耕社会(Society2.0)工業社会(Society3.0)情報社会

(Society4.0)に続く新たな社会を目指すもので、サイバー空間(仮想空間)とフィジカル空間(現実

空間)を高度に融合させたシステムにより、経済発展と社会的課題の解決を両立する人間中心の社会。 

 

 

２ 行政運営の現状と課題 

 

本町の一般会計決算は、平成 26(2014)年度より亜炭鉱廃坑跡の防災工事に係る補助

を受け事業を展開するなど近年は増加傾向にあり、およそ 80 億円規模の決算となって

います。 

性質別の内訳をみると、平成 26(2014)年度以降、前述の防災工事に係る費用の影響

などにより、普通建設事業費＊１が大幅に増加しています。防災工事のほか、新庁舎及び

関連施設の整備を控え、この傾向は続くものと想定されます。また、扶助費＊２も増加傾

向にあり、これは少子高齢化に伴う社会保障費の増加などが影響していると考えられ、

この傾向も続くものと想定されます。 

人件費については、民間委託や職員の適正配置を進めることにより政策的に削減を進

めましたが、近年は横ばいの状況が続いています。職員数は減少が進みましたが、行政ニ

ーズが多様化し、資金面、人材面と厳しい状況が続き、まさに「課題は無限、資源は有限」

の状況といえます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般会計歳出決算(性質別)の推移 

資料：財政状況資料集 
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また、政策的に削減してきた人件費等を類似団体＊３と比較すると、人件費の決算額は、

類似団体の中でも、その平均値を下回る金額で推移しており、人口 1,000 人当たりの職

員数も、類似団体の中では少ない状況で行政サービスを運営している状況にあります。 

一方で、地方債現在高＊４を見ると、平成 30(2018)年度末において約 51.6 億円とな

っており、これを人口当たりに換算すると約 28.1 万円になります。岐阜県内においては

この平均値が 35.2 万円となっており、県内平均より少ない状態で推移しています。臨時

財政対策債＊５を除く本町の実質的な借入金の現在高は、平成 22(2010)年度の約 20.4

億円から平成 26(2014)年度には約 13.0 億円にまで減少しましたが、平成 30(2018)

年度時点では約 16.0 億円となっています。滞在型農業体験施設（コミンカホテル四季の

家）などの施設整備のほか、学校の空調設備設置などに借入を行っており、増加傾向とな

っています。 

一方で、基金＊６の現在高は平成 30(2018)年度末で約 41.4 億円となっており、全体

としては増加傾向にあります。これは、新庁舎などの整備事業に備え、庁舎整備基金の積

み立てを継続して行っていることなどによるもので、財政調整基金＊７については、近年

は横ばいの状況で推移しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人口当たりの人件費(※)決算額の推移 

●御嵩町    ◆類似団体内平均値 

－類似団体内最大値及び最小値 

※人件費に準ずる費用を含む。 

資料：財政状況資料集 

人口 1,000 人当たりの職員数の推移 

●御嵩町    ◆類似団体内平均値 

－類似団体内最大値及び最小値 

地方債現在高の推移 基金現在高の推移 

資料：総務防災課 
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指定管理者制度の導入などによる民間活力の導入や適正な人員配置などにより、人件

費をはじめとする歳出の削減は、類似団体等と比較しても一定の効果を見ることができ

ますが、人員の減少による人件費の削減には限界があるのも事実です。IoT＊８や AI＊９な

どの先進技術を活用し、業務効率化による人件費の削減にも積極的に取り組む必要があ

るといえます。 

また、少子高齢化の進行により、歳入面では町税や地方交付税＊10の減少が想定される

とともに、社会保障費などの扶助費は増加している状況です。さらに、新庁舎及び関連施

設の整備や公共施設の老朽化対策、亜炭鉱廃坑跡の防災工事など、大規模な財政支出が

必要となることも見込まれます。必要な箇所には積極的な財政支出を行うことも重要で

すが、補助金などの歳入の確保に努めることも必要といえます。 

行財政を取り巻く状況が厳しさを増していく中で、これまで以上に町民と協働した行

政改革が求められます。 

 

 

≪用語≫ 

＊１ 普通建設事業費：道路、橋りょう、河川等の公共土木関係施設や消防施設、学校等、公民館、公営住

宅等の公共用施設の新設、増設、改良事業や不動産取得等の投資的な事業費。 

＊２ 扶助費：住民福祉を支えるための経費で、法律や条例などに基づいて支出するもの。児童福祉、社会

福祉等に要する経費。 

＊３ 類似団体：全国の市町村を人口及び産業構造等によって 35 のグループに分類したものから、本町と

同じグループに属する団体。 

＊４ 地方債現在高：地方公共団体が資金調達のために行う長期借入（借金）の現在高。臨時突発的に多額

の出費がある場合や、収益的な投資のように将来の世代にも、経費を負担させることが公平な場合等

に、地方債を起こすことができる。 

＊５ 臨時財政対策債：地方債(＊４参照)の一種で、その返済額が地方交付税(＊10 参照)の算定において計

算され、実質的に国の負担となるもの。 

＊６ 基金：特定の目的のために財産を維持し、資金を積み立て、又は定額の資金を運用するために、自治

体が条例の定めに基づいて任意に設置した資金又は財産。 

＊７ 財政調整基金：経済事情の変動や災害などによる支出、減収の際に充てることができる、自治体の実

質的な貯金。 

＊８ ＩоＴ：Ｐ3 参照。 

＊９ ＡＩ：Ｐ3 参照。 

＊10 地方交付税：地方公共団体間の財源の不均衡を調整し、どの地域に住む国民にも一定の行政サービス

を提供できるよう財源を保証するため国から地方公共団体に交付される資金。全国一律の基準により

算定された財源不足額に対して交付される普通交付税と、災害等の特別の財政需要に対して交付され

る特別交付税がある。 
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第２章 大綱の期間 

 

第七次行政改革大綱の実施期間は、令和 3(2021)年度から令和７(2025)年度までの 5

年間とします。 

 

実施期間  令和３(2021)年度から令和７(2025)年度 

 

本町の行政改革大綱は、平成 23(2011)年度に策定した第五次行政改革大綱と第四次総

合計画＊１後期基本計画の実施期間を同様の期間として以降、行政改革と総合計画を同様の

期間とし、これらの連動を目指してきました。第七次行政改革大綱の実施期間についても、

第五次総合計画後期基本計画に基づくまちづくりとの連動を図るために、後期基本計画と

同様の期間とします。 

なお、計画期間中において経済情勢、行政環境に大きな変化があった場合は、大綱とそ

の実施計画の見直しや数値目標などの再検討を行い、変化に早急に対応する改革内容に修

正します。 

 

 

≪用語≫ 

＊１ 総合計画：地方自治体が策定する行政運営の総合的な指針となる計画。本町においても行政計画の最

上位計画に位置付けられている。 
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第３章 改革の基本的な考え方 

 

１ 改革の目標 

 

第七次行政改革大綱では、第六次行政改革大綱で掲げた「町民とともに進める行政改

革」、「町民との共創、協働」を目標として継続しつつ、その実施項目については、これま

での行政改革推進委員会及び第六次行政改革大綱策定後の時代の潮流に対応した内容と

します。 

 

２ 改革の基本方針 

 

第七次行政改革大綱の策定に向けては、行政改革推進委員会において、その目指す方

向性や進め方について検討を重ね、第六次行政改革大綱で掲げた基本方針を継承しつつ

ブラッシュアップを図ることとしました。特にブラッシュアップが必要な内容として、

行政改革推進委員会での委員意見や時代の潮流に基づき、次のとおり整理しました。 

 

第七次行政改革に向けた整理事項   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これらを踏まえ、第七次行政改革大綱における基本方針を次の２点とします。 

１．「町民ニーズに対応した柔軟な行政運営」 

２．「自立と波及効果を目指す財政運営」 

 
 

時
代
の
潮
流 

委員会での意見 
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（１）町民ニーズに対応した柔軟な行政運営 
 

社会経済情勢の変化に対応し、行財政運営や制度の点検・改善を行い、常に新しい行政

システムを構想し実現していくことは、行政改革の根本的な事項です。 

経済が右肩上がりの時代においては行政が多くの公共サービスを担うことができまし

たが、人口減少時代の中では、実質的な行財政運営により財源が縮小することを見据え

た行財政運営が必要となります。このため、行政運営においては、組織の根幹となる人材

の確保と育成に努め、そのスキルを最大限に発揮するよう、意識の醸成や適正な人員配

置を徹底する必要があります。また、政策の形成においては町民とともに進めるととも

に、その成果を適正に評価しながら進行を管理し、限られた費用の中で最大限の効果を

発揮していくことが重要です。 

こうしたことから、第七次行政改革大綱においては、町民や民間団体等との共創・協働

の推進を念頭に、町民ファーストを前提とした施策を推進していくことが必要です。町

民をはじめ地縁組織、各種団体、企業などが、行政と情報を共有するとともに、人材の育

成を図りお互いの考え方や取組を理解しながら、協働のまちづくりを進め行政改革に結

びつけます。 

 

（２）自立と波及効果を目指す財政運営 
 

世界の目標として取組が拡大している SDGs＊１は、誰一人として取り残さないことを

理念として、社会的包摂＊２や感染症対策などにも関連する目標といえます。さらに、国

において提唱されている Society5.0＊３は、生活や産業にも大きな変革をもたらす可能

性があります。これらの動きに行政として対応するとともに、町民や企業の取組を後押

しする行財政運営が求められます。 

こうした困難な課題に対処するためには、安心・安全の基盤を築き、その上に新しい活

動が積極的に展開される土壌づくりが必要であり、財政基盤の一層の強化を目指します。

そのため、公共施設について長期的な視野に立った総合的な管理を推進するとともに、

適切な行政サービスの提供と新技術の活用による業務効率化など、歳出の抑制による財

政負担の低減を図ることが必要です。 

また、歳出の抑制だけでなく、定住施策や雇用の場の創出なども推進しながら歳入の

確保に努め、ふるさと納税制度などを活用した、町税以外による歳入確保の推進も重要

です。 

このように、財政運営においては、歳出を減らすことのみではなく、歳入を確保する視

点での運営を強化して、より自立性の高い行財政運営を目指します。また、自主財源の確

保を進める多様な方策を推進するとともに、財政の見通しや計画的な調整を図ります。 
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改革の目標と基本方針 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪用語≫ 

＊１ SDGs：Sustinable Development Goals の略で「持続可能な開発目標」を指す。平成２７(２０１５)

年９月の国連サミットで採択され、１７の目標と１６９のターゲットで構成しており、国連加盟１９３か国

が平成２８(２０１６)年から令和１２(２０３０)年の１５年間でこれらの目標達成を掲げている。 

＊２ 社会的包摂：社会的に弱い立場にある人々を含め、一人一人が排除や摩擦、孤独や孤立といった状況

にならないよう、地域社会の一員として取り込み、支え合う考え方。 

＊３ Society5.0：P3 参照。 
 

 
  

【目標】今まで以上に、 

◉町民とともに進める行政改革 

◉町民との共創、協働 

 

新たな生活と町を実現する

ための強い足腰づくり 

【大綱の計画期間】 

令和３年度から令和７年度までの５年間 

①行政の説明責任と透明性向上 

②町民との協働したまちづくりの推進 

③人材確保と職員のスキルアップの推進 

町民ニーズに対応した柔軟な行政運営 

①財政基盤の強化 

②行政サービスのマネジメント強化 

③効果的かつ効率的な財政運営 

自立と波及効果を目指す財政運営 

基本方針 
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第４章 実施項目 

 

第七次行政改革大綱においては、今まで以上に町民とともに行政改革を進めることを

念頭に置きながら、町民ニーズに柔軟に対応した行政運営、自立を目指す財政運営を進

めます。 

 

今まで以上に、 

◉町民とともに行政改革を進める 

◉より効果的な行財政運営を進める 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

（１）行政の説明責任と透明性向上 

1-1 個人情報の保護の徹底と情報公開 

1-2 政策決定過程への住民参加の充実 
 

（２）町民と協働したまちづくりの推進 

1-3 わかりやすい行政情報の発信と地域活動情報の集約 
 

（３）人材確保と職員のスキルアップの推進 

1-4 職員定員適正化計画に基づく人材確保と適正な人事管理 

1-5 職員の心身の健康増進 

1-6 人材育成基本方針に基づいた職員の育成 

１.町民ニーズに対応した柔軟な行政運営 

 

（１）財政基盤の強化 

2-1 事務事業評価の推進 

2-2 各種補助制度の見直し 

2-3 産業・創業の振興と雇用の創出 

2-4 町税等収納率の向上と歳入確保の推進 
 

（２）行政サービスのマネジメント強化 

2-5 公共施設における適正な行政サービスの提供 

2-6 公共施設等総合管理計画の推進 
 

（３）効果的かつ効率的な財政運営 

2-7 先進技術の導入による行政サービスの効率化 

２.自立と波及効果を目指す財政運営 
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１ 町民ニーズに対応した柔軟な行政運営の推進 

 

（１）行政の説明責任と透明性向上 
 

行政経営の公正と透明性を確保するため、個人情報の保護や情報公開により、行政手

続きの適正な運営を図ります。 

また、町民の理解を得て協働による施策・事業の推進を図るため、政策決定の過程や、

施策の評価、事務事業の評価について住民参加による効果検証などを推進します。 

 

 実施項目 実施概要（取組方向） 

1-1 個人情報保護の徹底と情

報公開 

組織的、人的な意識づけと、物理的、技術的な情

報セキュリティ対策の両面から、個人情報保護を徹

底するとともに、情報公開に努めます。 

1-2 政策決定過程への住民参

加の充実 

各種審議会・委員会の開催や計画づくりの過程に

おいて、公募による参加など、住民参加を促進しま

す。 

 

 

（２）町民と協働したまちづくりの推進 

 

行政情報・生活情報の提供のみならず、町民がまちづくりへ参加する意欲を引き出す

ために、行政のさまざまな情報について発信するとともに、町民と行政が情報を共有し

活用できる環境を整え、町民がＳＮＳ＊１等を活用し自ら行政情報の発信主体となってい

くことを目指します。 

また、広報とともに広聴機能の充実を図ります。 

 

 実施項目 実施概要（取組方向） 

1-3 わかりやすい情報発信の

充実と地域活動情報の集

約 

広報紙や町のホームページ、民間の情報媒体等を

活用して、積極的な情報発信、情報の公表を行いま

す。特に、住民が自ら情報発信を行いやすいＳＮＳを

活用した情報発信を促進します。 

また、広報モニター等を活用しながら広聴機能の

充実に努めます。 

 

≪用語≫ 

＊１ SNS：Social Networking Service の略で、web 上で社会的な繋がりを構築するサービスのこと。

SNS を通じた交流が広がり、企業や自治体などにおいても利用が進んでいる。 
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（３）人材確保と職員のスキルアップの推進 

 

組織の根幹を支える人材育成は組織の根幹となるもので、本町においても不可欠な

ものとして展開していく必要があります。「人材育成基本方針」（平成 29 年３月改定）

に基づき、時代や行政環境の変化に対応できる能力と意欲のある職員を育成し、行政サ

ービスの質の向上に取り組みます。 

また、人材育成を行う前段階として、人材の確保と働きやすい職場環境の確立が必要

です。人材の確保が困難になってきている現状を踏まえ、正職員のほか会計年度任用職

員や職員の中途採用、退職職員の再雇用など多様な方策によって人材の確保に努めま

す。さらに、職場環境の向上のため、職員が心身ともに良好な状態で勤務を続けられる

よう体制を確立します。 

このようにして、町民の目線に立つことができる職員、新たな課題に挑戦する職員、

町民から信頼される職員の育成を図ることで、より良い行政サービスの提供に努めま

す。 

 

 実施項目 実施概要 

1-4 職員定員適正化計画の見

直しと適正な人事管理 

職員定員適正化計画の推進とその見直しを行い、

計画的な職員採用と積極的な広報による多様な方

法の職員の確保を図ります。 

1-5 職員の心身の健康増進 専門家等と連携しながら、メンタルヘルスのチェ

ック機能や相談体制の強化を図ります。また、ライ

フワークバランスの実現やハラスメントの防止な

どにより職場環境の向上に努めます。 

1-6 人材育成基本方針に基づ

いた職員の育成 

職員の適材適所の職場配置を進めながら、人材の

育成の強化を図ります。また、人材育成基本方針を

適宜見直します。 
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２ 自立と波及効果を目指す財政運営の推進 

 

（１）財政基盤の強化 

 

厳しい経済環境に対応しながら町民のニーズを踏まえた施策・事業を実施するために、

事業のスクラップ・アンド・ビルドを推進します。第六次行政改革大綱に基づき試験的に

進めてきた事業評価を制度として確立し、本町が支出している各種補助金についても精

査を進めます。 

また、自主財源を確保するため、「みたけ創生!!総合戦略」に示す産業の創出やブラン

ド開発など、産業・創業の振興を図るとともに、歳入については、収納率の向上のみなら

ず、ふるさと納税制度に代表される寄附金などによる税収によらない収入の増加を図り、

地域の競争力強化を目指します。 

 

 実施項目 実施概要 

2-1 事務事業評価の推進 事業の見直しや終了について検討することで、事

務事業の具体的な改善及び限られた財源で新たに

必要な事業の推進を図るため、事務事業の評価を的

確に実施することによって、事業の継続性及び見直

しや終了について、都度検討を進めます。 

2-2 各種補助制度の見直し 本町から支出している各種補助制度について、期

間の設定や必要性の高い項目への重点化など検討

を進めます。 

2-3 産業・創業の振興と雇用

の創出 

成長産業の集積、雇用と財源確保につながる企業

誘致を図るとともに、地域経済を支える人材の確

保・育成に向けた、ふるさと教育など学生への教育

を展開します。 

2-4 町税等収納率の向上と歳

入確保の推進 

納税意識の高揚、各部署の横断的な徴収体制の強

化などにより高い収納率の維持を目指すとともに、

ふるさと納税制度等の積極的な活用により、本町の

収入の多様化を図ります。 

 

 

（２）行政サービスのマネジメント強化 

 

第六次行政改革大綱で進めてきた民間活力の活用を継承しつつ、公共施設管理との連

動性を考慮し、運営主体に関わらず適正な行政サービスを追求します。 

公共施設の維持管理について、「御嵩町公共施設等総合管理計画」を踏まえて各公共施

設の個別の施設計画について策定を進めるとともに、これに基づいてコスト意識を持っ

て、長寿命化、規模の適正化、財政負担の標準化を図ります。 
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 実施項目 実施概要 

2-5 公共施設における適正な

行政サービスの提供 

 各公共施設の運営については、指定管理者制度や

民間委託など民間活力の導入を検討しつつ、最適な

行政サービスの運営方法を選択するとともに、適宜

内容の改善をするなどして、質の高い行政サービス

を提供します。 

2-6 公共施設等総合管理計画

の推進 

 公共施設等総合管理計画を踏まえた個別施設計

画を策定し、各施設のライフサイクルコストを示す

とともに、これらに基づき、コスト意識を持って計

画的に施設の維持管理等を進めます。 

 

 

（３）効果的かつ効率的な財政運営 

 

ＩｏＴ＊１やＡＩ＊２など、各種先進技術の導入や押印の必要性の検討等を進め、情報化

を促進することで、業務の効率化に繋げます。特定の事務に要する時間を削減すること

で、町民への行政サービスの向上とともに、文書の印刷や保管等に係る費用の削減を図

ります。 

また、環境モデル都市として、ごみとして廃棄される文書量の削減をより強固に推進

します。 

 

 実施項目 実施概要 

2-7 先進技術の導入による行

政サービスの効率化 

 

 ＩｏＴやＡＩなどの先進技術を活用したＲＰＡ＊

３の導入を検討するとともに、情報化、電子化の促進

によって行政文書における押印の廃止の検討、行政

文書のペーパーレス化などを進めます。 

 

≪用語≫ 

＊１ ＩоＴ：Ｐ3 参照。 

＊２ ＡＩ：Ｐ3 参照。 

＊３ ＲＰＡ：Robotic Process Automation の略で、人間がコンピュータ上で行っている提携作業をロ

ボットで自動化すること。 
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第５章 改革の推進体制 

 

町ホームページや広報紙などにより、町民に広く情報を公開し情報を共有していくと

ともに、町民の声を反映しながら、「御嵩町行政改革推進委員会」において改革の推進状

況を評価して進行管理を行うことにより着実に取組を進めます。 

また、町長を本部長とする「御嵩町行政改革推進本部」を継続し、ＰＤＣＡ（Ｐlan 計画

-Ｄo実施-Ｃheckチェック-Ａct改善して実施）サイクルを着実に進めながら改革を強力に

推進します。さらに、行政改革を推進していくうえでの課題等を検討する機関として、行

政改革推進本部に職員で構成する専門部会を必要に応じて設置し、庁内横断的に行政改

革に取り組みます。 

 

御嵩町行政改革推進委員会  御嵩町行政改革推進本部 

構 成 会長 

副会長 

委員 

 

 構 成 本部長 

 

副本部長 

 

本部員 

 

 

町長 

 

副町長・総務部長 

 

教育長 

企画調整担当参事 

民生部長 

建設部長 

教育参事 

企画課長 

総務防災課長 

所掌事務 ・町長の諮問に応じて、行

政改革大綱等行政改革の

推進に関する重要事項の

調査・審議 

・取組の評価と進行管理 

・行政改革の推進につき必

要な助言等 

 

 

   所掌事務 ・行政改革大綱の策定及び実施 

・町民への情報公開・町民との情

報共有 

・職員提案の審査等 

・その他行政改革に係る重要事項 
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資料編 

 

資料編には、本町の行財政の現状、行政改革推進委員会の経過などによる構成を予定し

ています。 
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